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はじめに 

 

我が国の外国人登録者数は、入国管理法改正の平成 2 年末の 107 万人から平成 17

年末に 200 万人を超え、今後のグローバル化の進展及び人口減少傾向を勘案すると、

外国人住民がさらに増加することが予想され、地域社会において、国籍や民族が異な

る人々が互いに地域社会の構成員として共に生きていく多文化共生社会の地域づくり

を推し進める必要があることから、総務省において、平成 18 年 3 月に「地域における

多文化共生プラン」が策定されました。一方、本県での外国人登録者数は、平成 19

年 12 月末において、初めて 15,000 人を超え、入国管理法が改正された平成 2 年から

の平成 17 年までの伸び率は全国 2 位となるなど、本県においても外国人住民との共生

が重要な課題となっていることから平成 19 年 3 月に「富山県多文化共生推進プラン」

を作成したところです。 

外国人住民は、地域防災計画上、「災害時要援護者」と位置付けられており、本県

の多文化共生推進プランにおいても、外国人への情報の提供などが今後の対策として

掲げられています。 

このような状況の中、平成 19 年 7 月に発生した新潟中越沖地震では、新潟県柏崎

市において、(財)柏崎地域国際化協会が中心となった外国人住民向けの臨時の情報発

信組織として、「柏崎災害多言語支援センター」が設置され、災害対策本部から出され

る日本語情報を翻訳して提供するとともに、ボランティアが避難所を巡回し、外国人

被災者に情報を届けるといったきめ細やかな活動が行われました。この活動から、被

災時に備え、自治体や地域国際化協会が事前に準備をしておくことができる具体的な

支援活動の内容が見えてきたところです。このことから、(財)自治体国際化協会

(CLAIR)では、｢柏崎災害多言語支援センター｣の活動に参加した本課職員を、｢災害時

における外国人被災者支援のあり方検討会｣の事務局に加え、災害時における外国人支

援活動のマニュアルが作成されました。 

以上のような経緯から、本県においても、外国人住民に対する災害時対応のあり方

を検討し、県内で地震等の災害が発生した場合に、県や市町村、地域国際化協会等関

係団体が連携して被災時に活動を展開するためのガイドブックを作成しました。この

ガイドブックは、事例研究から課題を考察する構成となっているため、市町村をはじ

めとする、各関係機関が自ら課題を洗い出し、対策を進める材料として活用されるこ

とを期待しています。 

 

平成 21 年 3 月 

 

富山県観光･地域振興局    

国際･日本海政策課長   

金森 達雄  
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序．災害時の外国人対応チェックガイド 

 

はじめに、「最低限これだけは必要」という外国人被災者のための簡易チェックガ

イドを示しますが、具体的には地震の規模や被災の状況、地形等によって、大きく支

援活動の内容は変化します。このため、次章以降で、平成 19 年に発生した新潟中越沖

地震時での外国人被災者支援活動を踏まえ、具体的事例を検討します。また、避難所

の設置･運営、被災者への支援は市町村が中心となるため、このガイドは市町村を活動

の主体として取り扱っています。県は言語的サポートや広域連携による支援が中心と

なっていきます。 

 

まずは安否確認 

□外国人避難者の有無をチェック！ 

□外国人登録台帳等の活用！ 

支援の対象となる外国人がいるかどうかを確認します。 

避難所に来ていない場合も想定し、外国人登録台帳等を活用し

て、外国人被災者が潜在化していないかどうか確認します。 

 

次に情報提供 

□｢避難所｣表記を多言語で！ 

□災害対策本部の情報を集約し、多言語化！ 

外国人が自発的に避難所に避難できるように、｢避難所｣を多言

語表記します。 

そして、災害対策本部からの情報を多言語化して、外国人被災

者へ発信します。 

 

そして広域連携による支援 

□マンパワーが不足するときは、外部へ依頼！ 

災害対策本部が設置される自治体は、被災地でもあるため、マ

ンパワーも支援活動にも限界があります。日頃のネットワークを

活用し、広域的な支援体制を構築します。 
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１．新潟中越沖地震に学ぶ災害時に必要な外国人支援活動 

（１）なぜ災害時に外国人支援が必要か 

～なぜ外国人支援を考えることが必要か～ 

外国人は、災害時に特別な支援が必要となる災害時要援

護者に位置付けられている。被災時には避難所に避難する

ことなどの行動が必要となるが、災害対策本部から発信さ

れる情報は、日本語であり、緊急時に日本語のわからない

外国人が避難所へ避難するということは、現実的に難しい。 

被災時に対応するための情報には、 

・ストック情報 

・フロー情報 

の２種類があるが、平時において蓄積(ストック)しておくべき情報と、被災時に発

信(フロー)される情報のいずれにおいても、外国人には理解が難しい。例えば、ブラ

ジルではほとんど地震が発生しないことから、被災時の対処方法の教育がなされてお

らず、防災に関する知識(ストック)が不足している。また、被災時には、災害対策本

部の災害情報が多言語化されないため、外国人には被災時に発信(フロー)される重要

な情報がほとんど届かないという状況が発生する。しかも、災害時特有の日本語(例:

余震、不通、罹災証明等)が使用され、ことさら理解を困難なものとしている。さらに、

被災時には、行政や地域国際化協会等関係機関がどのように外国人に対して活動を展

開するのかを具体的に記されたものがない。 

 

 

 

 

 

  

被災者支援については、右表のとおり、富山県の地域防

災計画上、①災害未然防止活動、②迅速、的確な初動態勢、

③各種の被災者救援活動、④社会諸機能の応急復旧活動と

いうステージに分類されているが、平成 19 年 7 月 16 日に

発生した新潟中越沖地震時に外国人支援を行った柏崎災害

多言語支援センターでは、その役割･期間を限定的に担って

いる。被災地復興には中長期的な支援体制が必要であるが、

このガイドでは柏崎災害多言語支援センターが担った部分

を中心に検討する。 

 外国人は災害情報から孤立してしまう可能性が高く、情報を提供することが必要に

なる。一方で、行政をはじめとした関係機関が、外国人に対して情報を届ける方法も

検討する必要がある。 

区　　分 内　　容

災害未然
防止活動

予警報の伝達等

迅速、的確な
初動態勢

応急活動体制、
情報の収集･伝達等

各種の被災者
救援活動

救助･救急活動、
避難活動等

社会諸機能の
応急復旧活動

ライフライン施設の
応急復旧対策等

富山県地域防災計画の体系と、
柏崎災害多言語支援センターの活動にみる

被災時における外国人応急対策

富山県地域防災計画の体系

柏崎災害
多言語支援

センター
活動ステージ
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（２）柏崎災害多言語支援センターの活動事例 

柏崎災害多言語支援センターは、外国人被災者への情報伝達のための翻訳～情報提

供活動を主な業務としていた。日本語で発信される災害情報を、多言語化して提供す

ることを中心としながら、外国人であることに起因したニーズにも配慮していた。例

えば、在留資格や出入国関係、災害に対する経験･知識不足に由来する不安や、異なる

文化や生活習慣への配慮。こういった文化の通訳・翻訳も側面的に重要となっていた。

このため、避難所への巡回活動を細やかに実施し、外国人への情報伝達・収集を行い

つつ、日本人避難者との摩擦が生じないよう、適宜、文化の通訳・翻訳も行っていた。 

新潟中越沖地震時には、下表のとおり、発災当日に、新潟県が外国人被災者の避難

所への避難状況を把握している。これを踏まえ、2 日目(7 月 17 日)に関係機関が協議、

3 日目(7 月 18 日)にセンターを設

置、4 日目(7 月 19 日)から避難所

巡回を実施している。(初動時の各

関係機関の動き･役割については

５ページのフロー図参照) 

 このセンターの大きなポイント

は、センターが災害対策本部の外

に設置され、いわば多言語情報提

供を行う専門的セクターとして機能している点と、翻訳やボランティアスタッフ等の

人員の補給を外部機関へ依頼している点である。 

 

初動態勢期（7 月 16 日～18 日） 

 

〈外国人被災者の把握〉 

・新潟県が、柏崎市災害対策本部へ依頼し、外国人避難者数を集約。この初動時対応

と平行して、長岡市国際交流センターがバイク隊により避難所を巡回 

→ 外国人被災者の状況・避難所への避難状況を把握 

→ 避難所単位の外国人避難者数及び必要な言語を把握 

〈初動体制の整備〉 

・関係者によるミーティング(活動方針の確定) 

→ 日常より外国人住民と『顔の見える関係』を構築している(財)柏崎地域国際化協会

をサポートする形で、外国人避難者に情報を届ける 

→ 活動内容(多言語情報の提供･避難所の巡回)・人員体制(コーディネーター、スタッ

フ、外部との連絡調整)・連携体制(翻訳の一元窓口と翻訳協力機関へ依頼)の決定 

①.センターで活動するボランティアのコーディネートは、ＪＩＣＡ長岡デスクが

担当 

②.翻訳は、新潟県国際交流協会を窓口として新潟市、長野県国際交流推進協会、

(特活)多言語情報センターＦＡＣＩＬ等へ依頼 

7月 8月
16日 17日 18日 19日 20日 21日 22日 23日 24日 25日 26日 27日 28日 29日 30日 31日 1日
1日目 2日目 3日目 4日目 5日目 6日目 7日目 8日目 9日目 10日目 11日目 12日目 13日目 14日目 15日目 16日目 17日目

災
害
多
言
語
支
援
セ
ン
タ
ー

設
置

避
難
状
況
調
査

関
係
者
打
合
せ

避
難
所
巡
回
開
始

初動態勢 救援活動

災
害
多
言
語
支
援
セ
ン
タ
ー

閉
所

住民

災害対策
本部

柏崎災害
多言語支援

センター
日本語での
情報提供

多言語での
情報提供

<柏崎災害多言語支援センター体制>

他機関

翻訳･人の供給
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③.県外ボランティアへの連絡･調整は、(特活)多文化共生センター大阪が担当 

 

救援活動期（7 月 19 日～8 月 1 日） 

 

〈柏崎災害多言語支援センター設置〉 

(財)柏崎地域国際化協会のある市民プ

ラザ２Ｆに、臨時組織としてセンターを設

置 

〈多言語情報の提供〉 

多言語化した災害情報を外国人避難者

がいる避難所に掲示。センターにおいて、

災害対策本部等から提供された情報と、巡回活動から収集した情報を元に、日本語の

原稿を作成。この日本語原稿を、新潟県国際交流協会を窓口として全国の機関へ翻訳

依頼。翻訳言語は外国人避難者の言語にあわせて６言語(＋やさしいにほんご)で対応。

緊急の情報はセンターで翻訳。主な提供情報は、被災状況調査や罹災証明、食中毒･

熱中症、ガス水道等のライフライン、交通、臨時入浴施設、仮設住宅、ボランティア

の派遣要請、原子力発電所等の情報を提供 

〈避難所の巡回〉 

 通訳ボランティアと地元地理に詳しいボランティアがチーム(巡回班)となって巡回

し、多言語情報の提供と、必要に応じ、文化通訳等を実施。ボランティアの人数とニ

ーズにあわせ、３～４班体制で巡回 

〈ＦＭラジオ放送〉 

地元局のＦＭピッカラで多言語情報放送を実施。あわせて避難者へラジオを無料配

布し、放送時間･周波数を周知 

〈避難所巡回の終了〉 

避難している外国人が少なくなり、避難所の状況が落ち着いてきたことを踏まえ、

巡回を終了 

柏崎災害多言語支援センターの 1 日のスケジュール概要 

 ９：００頃 

１１：００頃 

(随時) 

 

１５：００頃 

１６：３０頃 

２１：００頃 

朝ミーティング 

翻訳依頼情報の選別と原稿作成 

緊急情報の翻訳 

新しいボランティアへのブリーフィング 

巡回前ミーティング 

避難所巡回～巡回レポート作成 

夜ミーティング 
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新潟中越沖地震時のフロー図

○県

活動の総括

○県協会

翻訳、県内ボランティア派遣

○市、市協会

活動拠点の提供

報道対応

○市、市協会

現地総括

ボランティアコーディネート

新潟県(県)

新潟県国際交流協会(県協会)

柏崎市(市)

(財)柏崎地域国際化協会(市協会)

○(財)自治体国際化協会

ボランティア派遣依頼(全国へ)

活動支援(助成制度活用)

長岡市(市)

長岡国際交流ｾﾝﾀｰ(市協会)

(特活)多文化共生ｾﾝﾀｰ大阪ほか

30数団体

○多文化共生センター大阪

県外ボランティア連絡･調整

柏崎災害多言語支援センターの設置

関係機関の協議
<県の総括により支援方針と役割分担の決定>

被災地(県･市) 近隣市 広域連携

 外国人避難者
 の把握

県

災害対策本部
 

 避難状況調査

市協会
(バイク隊)

 地震情報ＨＰ･
 問合せ窓口設置

県

 ボランティア派遣
 待機

県協会

<支援方針>
○多言語情報の提供(チラシの配布、ＦＭ放送)
○避難所の巡回によるニーズの把握

<役割分担>

協働して活動

 安否確認
 (携帯メール)

市･市協会

※巻末資料 
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 顔の見える関係と安心につながる思い 
   (財)柏崎地域国際化協会 

事務局長 清水由美子 

 

 中国風に命名すると７・１６地震。 祖国を離れて、日本で住んでいる方々

は、さぞ怖かったことでしょう。私も住宅全壊被災者のひとりとなってしま

いましたが、不思議と妙に冷静な自分とかなりハイテンションになっている

自分とが混在していました。他の人から見たら滑稽な行動もあったかもしれ

ません。被災者が情緒不安定になるのは事実です。 

 普段の日常生活をしているときには何不自由なく、日本語を駆使している

外国の方たちも、動揺したり精神的に落ち込んだりした時は、絶対に母国語

あるいは分かりやすい表現の日本語が必要であると思います。怖い思いをし

た災害のときには、なおさらです。 

 今回活動した多言語支援センターは、センター設置が最初に決まっていた

のではありません。まず「災害の時は多言語の支援が必要と」国際関係の仕

事をしていて同じ思いを持つ人が集まってくれ、そして場所が必要となり、

活動が動き出したのです。 

国、県、市、民間が連携してお互いを尊重し、特に地元の事情を尊重して

くれました。良くも悪くも地方ならではの事情もあります。先進地からみた

ら歯がゆいと感じられる動きもあったでしょう。でも地元に「宿題を残さな

い」と動いて下さった皆様に本当に感謝しています。情報は「情けを届ける」

と文字分析できます。まさに避難所巡回はその意味どおりでした。巡回して

みて、不安な面持ちで体育館にいた外国の方が、母国語で話しかけたり多言

語のチラシを渡したりしたら、すーとやわらかな笑顔を返してくれました。 

そして、避難所では支援する側、される側という対立関係にあるのではな

く、両方が共生関係でした。お年寄りのために重い水を運んでいる留学生が

いましたし、洗濯機の使い方がわからないお年寄りのために、フィリピンの

方が使い方を教えているのを見ました。避難所での生活ルールを教えている

おばあさんもいました。 

 平時の時に支援体制を考えることは、災害時にたとえハプニングがあった

としても冷静に対処できるはずです。そのことは外国籍住民に限らず、すべ

ての市民にとっても怖さを克服するだけではなく、安心につながるものだと

確信しています。 
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２．災害多言語支援センター設置運営マニュアル 

 

 

 この章では、(財)自治体国際化協会が作成した｢災害多言語支援センター設置運用マ

ニュアル｣を使用し、各市町村でのマニュアルを作成してみましょう。ページの上段が

各市町村のワークシート、下段に高岡市の数値を使用して解説や留意点を記載してい

ます。 

 はじめはワークシートに空欄が多くなると思いますが、その空欄は、各市町村に不

足している課題を現しているはずです。関係者と話し合いをしながら、空欄を埋めま

しょう。 

 すべての空欄が埋まったときには、各市町村独自のマニュアルが完成しているはず

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下、外国人登録者数は平成 20 年 12 月 31 日現在、人口は平成 20 年 12 月 1 日現在の富山県人口移動調査の数値による。  

     在住外国人に関する基礎データ 演習１ 

     災害時の外国人被災状況予測 演習２ 

     災害多言語支援センター運営に必要な人員 演習３ 

     災害多言語支援センター立ち上げ(初動体制) 演習４ 

     業務の流れ 演習５ 

     具体的な運営体制 演習６ 

     翻訳業務体制 演習７ 

     広域連携体制 演習８ 
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演習１．在住外国人に関する基礎データ 

    自分の街にどれくらいの外国人が住んでいるのか調べましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

 まずは、外国人の居住状況の把 

握からはじめましょう。 

 ｢主な在留資格｣からは外国人の 

傾向がわかることもあります。 

例えば、永住者であれば、日本語 

話者も多くいると考えられます。 

研修･特定活動であれば、特定の 

企業に従事していることがわかり 

ます。日本人の配偶者等は日本人 

の配偶者、日系２世、日本人の子 

どもであるため、日本人とのつな 

がりが深いことも考えられます。 

留学であれば、大学の留学生が多 

いことも想像できます。 

 まずは、外国人の居住状況や在留資格を把握し、効果的な支援活動を考えてみまし

ょう。 

 

 

演習１ 

基礎情報 

木穂 
演習２ 

被災予測 

木穂 
演習３ 
初動体制 

木穂 
演習４ 
人員算定 

木穂 
演習５ 

業務内容 

木穂 
演習６ 
運営体制 

木穂 
演習７ 
翻訳体制 

木穂 
演習８ 

広域連携 

木穂 

 

【①基礎データ】

人

人

人

【②外国人登録者の内訳】

１ 人

２ 人

３ 人

４ 人

５ 人

６ 人

７ 人

【③地域防災計画の確認】

人

人

地域防災計画における指定避難所数

地域防災計画における外国人被災者数

主な在留資格

人 口 ( 日 本 人 ＋ 外 国 人 )

外 国 人 登 録 者 数 ( 総 数 )

人口に占める外国人の割合

国　　名 人　数

【①基礎データ】

人

人

％

【②外国人登録者の内訳】

１ 人

２ 人

３ 人

４ 人

５ 人

６ 人

７ 人

【③地域防災計画の確認】

ヶ所

人地域防災計画における外国人被災者数

１５０

未定

その他 165 永住者、定住者

地域防災計画における指定避難所数

パキスタン 60 永住者

ロシア 31 短期滞在

フィリピン 267 永住者、特定活動

韓国･朝鮮 113 特別永住者

ブラジル 1,857 定住者、永住者、日本人の配偶者等

中国 803 研修･特定活動、日本人の配偶者等

人口に占める外国人の割合 １．８

国　　名 人　数 主な在留資格

人 口 ( 日 本 人 ＋ 外 国 人 ) １８２，７５６

外 国 人 登 録 者 数 ( 総 数 ) ３，２９６
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演習２．災害時の外国人被災状況予測 

    自分の街で被災した場合、どのくらいの外国人避難者が出るか、シミュレー

トしてみましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

 地震の規模や被災の状況によっ 

て、避難者の数が増減しますが、 

右記のとおり過去の例から、こ 

こでは 15%でシミュレートします。 

 また、外国人は特定の避難所に 

集中※する傾向があることから、 

避難所の外国人の割合は、平時よ 

りもかなり高い割合となることが 

予想されます。 

 さらに、阪神淡路大震災や新潟 

県中越地震では、避難所全体の４ 

割が指定外の避難所※であったため、あらかじめ外国人が避難するような場所を想定

しておくことも必要です。 

※次章（１）②、③(P17)で、さらに詳細な解説を加えてあります。 

演習１ 
基礎情報 

木穂 
演習２ 
被災予測 

木穂 
演習３ 
初動体制 

木穂 
演習４ 
人員算定 

木穂 
演習５ 

業務内容 

木穂 
演習６ 
運営体制 

木穂 
演習７ 
翻訳体制 

木穂 
演習８ 

広域連携 

木穂 

【④外国人避難者数の想定】

　外国人避難者/外国人登録者数を、ここでは１５％でシミュレートします。

　新潟県中越地震では18.8％、新潟中越沖地震では12.6％の外国人避難者が出ました。

b.外国人登録者数×15％ ＝ 人

②の外国人登録者数の内訳

１ 人 １ 人

２ 人 ２ 人

３ 人 ３ 人

４ 人 ×15％＝ ４ 人

５ 人 ５ 人

６ 人 ６ 人

７ 人 ７ 人

【⑤外国人避難者がいる避難所数の想定】

　新潟中越沖地震では約10%の避難所に外国人避難者が避難しています。

指定避難所数 ヶ所

外国人が避難すると想定される避難所数 ヶ所

４９４

国　　名 人　数 避難者数 言　語

ブラジル 1,857 278 ポルトガル語

中国 803 120 中国語

フィリピン 267 40 タガログ語

韓国･朝鮮 113 17 韓国･朝鮮語

パキスタン 60 9 ウルドゥ語

英語その他

ロシア 31 5 ロシア語

１５０

１５

その他 165 25

１０％

【④外国人避難者数の想定】

　地域防災計画または外国人登録者数から、外国人避難者を算定してみましょう。

a.地域防災計画上の避難者数 ＝ 人

b.外国人登録者数×15％ ＝ 人

②の外国人登録者数の内訳

１ 人 １ 人

２ 人 ２ 人

３ 人 ３ 人

４ 人 ×15％＝ ４ 人

５ 人 ５ 人

６ 人 ６ 人

７ 人 ７ 人

【⑤外国人避難者がいる避難所数の想定】

　指定避難所の数から、外国人が避難すると想定される避難所数を算定してみましょう。

指定避難所数 ヶ所

外国人が避難すると想定される避難所数 ヶ所

避難者数人　数国　　名 言　語
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演習３．災害多言語支援センターの立ち上げ(初動体制) 

    センターの初動体制について考えてみましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

<センター設置の考え方> 

 被災地に避難所が開設され、そこに多くの外国人が避難している場合、センターを

設置するひとつの目安になります。 

<センターの設置箇所> 

 ①被災地に近く、安全が確保されているところ②災害対策本部との間で情報の伝達

が容易であること(電話、FAX、インターネット環境が整っていること)③日頃から外国

人住民に認知されていること④交通の便の良いことが望ましい設置箇所です。 

<各班等の役割及び業務> 

｢センター長｣…活動の総括責任者であり、被災地自治体の国際担当課長等が考えら

れます。 

 ｢コーディネーター｣…センターの運営者であり、刻々と変化する被災地･避難者のニ

ーズに適時適切に対処するため、ボランティアに指示を与えるのみならず、外部との

連携や活動全体を見渡すことのできる視野を持ち、外国人特有の課題に対応するため

の幅広い知識と経験が求められます。 

 ｢巡回班｣…通訳･一般ボランティアで構成。避難所巡回による災害情報の伝達を中心

とし、地元ＦＭ局への情報提供や災害ボランティアとの連携が想定されます。 

 ｢ＩＴ班｣…外部との情報交換やセンター内の情報共有が中心業務となります。 

演習１ 

基礎情報 

木穂 
演習２ 

被災予測 

木穂 
演習３ 
初動体制 

木穂 
演習４ 
人員算定 

木穂 
演習５ 

業務内容 

木穂 
演習６ 
運営体制 

木穂 
演習７ 
翻訳体制 

木穂 
演習８ 

広域連携 

木穂 

【⑥センター設置箇所】

センター設置の候補地は、どこか考えてみよう。

【⑦センターの組織体制(初動体制)】

センター立ち上げ時の人員体制を、実際に名前を記入しながら考えてみよう。

a.組織体制 センター長

コーディネーター

巡回班 IT班

b.緊急連絡先リスト

センター長

コーディネーター

IT班

巡回班(一般)

メールアドレス

巡回班(通訳)

氏名(所属) 電話番号
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0人

2,000人

4,000人

6,000人

8,000人

10,000人

12,000人

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10111213141516

0人

20人

40人

60人

80人

100人

120人
日本人避難者

外国人避難者

0人

10,000人

20,000人

30,000人

40,000人

50,000人

60,000人

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10111213141516

0人

50人

100人

150人

200人

250人

300人

350人

400人

450人
日本人避難者

外国人避難者

演習４．災害多言語支援センター運営に必要な人員 

    災害多言語支援センターを 15 日間、運営するために必要なスタッフ数を考え

てみましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

 新潟県中越地震及び新潟県中越沖地震 

では、下表のとおり、おおむね２週間程 

度で避難者数(日本人･外国人)が一定程度 

落ちついたこと、柏崎災害多言語支援セ 

ンターにおいても 17 日目に閉所したこと 

から、ここでは 15 日間を活動の期間とし 

て想定しています。 

 所要人数の全体的なイメージは、演習 

６を参照してください。 

 

演習１ 

基礎情報 

木穂 
演習２ 

被災予測 

木穂 
演習３ 
初動体制 

木穂 
演習４ 
人員算定 

木穂 
演習５ 

業務内容 

木穂 
演習６ 
運営体制 

木穂 
演習７ 
翻訳体制 

木穂 
演習８ 

広域連携 

木穂 

【⑧各班･役割単位の人数】

a.コーディネーター 人

b.巡回班(通訳ボランティア) 人

〃　(一般ボランティア) 人

c.IT班 人

【⑨活動期間】

センター設置から閉所までの活動期間 日間

【⑩人員所要人数】

⑧、⑨から必要な所用人数を算定してみましょう。

人

人

人

人合　　　計

人数勤務体制

泊　日

泊　日

泊　日

区　　分

コーディネーター

巡回ボランティア

IT班

×(　)班体制

【⑧各班･役割単位の人数】

a.コーディネーター 人

b.巡回班(通訳ボランティア) 人

〃　(一般ボランティア) 人

c.IT班 人

【⑨活動期間】

センター設置から閉所までの活動期間 日間

【⑩人員所要人数】

人

人

人

人

IT班 ２泊３日 ６

合　　　計 ６９

コーディネーター ２泊３日 ７

巡回ボランティア ２泊３日 ５６

２

１５

区　　分 勤務体制 人数

２

２

２
×４班体制
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演習５．センターの業務の流れ 

    センターの 1 日の流れを想定してみましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

 柏崎災害多言語支援センターの業務の例を参考にすると、以下のような業務の流れ

が考えられます。 

 

 

演習１ 

基礎情報 

木穂 
演習２ 

被災予測 

木穂 
演習３ 
初動体制 

木穂 
演習４ 
人員算定 

木穂 
演習５ 

業務内容 

木穂 
演習６ 
運営体制 

木穂 
演習７ 
翻訳体制 

木穂 
演習８ 

広域連携 

木穂 

【⑪業務の流れ】

内　　　　容行　　動時間

【⑪業務の流れ】

情報の共有と対応の確認、引継ぎ事
項や専門機関への問合せの確認

外部からの翻訳情報の確認

16:00～18:00 ミーティング 巡回先の確認

22:00～23:00 巡回結果とりまとめ レポートのとりまとめ、引継ぎ

23:00～ 清掃、就寝

班別作業 (午前の作業の続き)

21:00～22:00 ミーティング

18:00～20:00 避難所巡回 情報提供、ニーズの把握

12:00～13:00 昼食

8:00～12:00 ミーティング 情報の共有、1日の行動の確認

班別作業

時間 行　　動 内　　　　容

7:00 起床

<コーディネーター>
専門機関への問合せや全体のコーディネート
<巡回班>
災害情報の切り分け、提供情報の選別。巡回先情報の共有
<IT班>
翻訳情報の作成～外部へ翻訳依頼
資料の整理
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演習６．具体的な運営体制 

    初動体制に続き、災害多言語支援センターを 15 日間、運営するために必要な

体制を考えてみましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

 15 日間の具体的な運営体制を、以下の条件でシミュレートした場合、所要人数は上

記のとおり 69 人となります。 

・ スタッフの滞在日数は 2 泊 3 日とするが、コーディネーターには引継ぎ期間を設

ける。 

・ 避難所巡回班は 4 人体制とし、一般ボランティアと通訳ボランティアがペアを組

む。1 班あたり巡回避難所数は、4 箇所/日が上限。 

・ ＩＴ班は初動時は 2 人体制とするが、途中からは巡回班が兼務する。 

以上の仮定条件では 69 人となりますが、ボランティアのすべてが 2 泊 3 日体制で

参加できるわけでもなく、1 泊 2 日体制ボランティアが多くなればなるほど、所要人

数も増加します。 

このため、ボランティアのすべてを被災自治体で賄うことは現実的ではなく、広域

的な連携が必要となってくることがわかります。 

演習１ 

基礎情報 

木穂 
演習２ 

被災予測 

木穂 
演習３ 
初動体制 

木穂 
演習４ 
人員算定 

木穂 
演習５ 

業務内容 

木穂 
演習６ 
運営体制 

木穂 
演習７ 
翻訳体制 

木穂 
演習８ 

広域連携 

木穂 

【⑫センターの運営体制】

実際に15日間、運営する場合のスタッフの名前を記入してみましょう。

語

語

一般

一般

語

語

一般

一般

語

語

一般

一般

語

語

一般

一般

IT班

1

2

3

4

5

6

7

1

1

1

1

2

2

2

2

3

3

3

3

4

4

4

4

5

5

5

5

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3 4

1 2 3

1 2 3

1 2 3

1 2 3

1 2

1 2

1 2

1 2

1 2 3

1 2 3

コーディネーター

巡
回
班

1
班

２
班

３
班

４
班

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 8日 13日 14日 15日9日 10日 11日 12日
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演習７．翻訳業務体制 

    多言語で災害情報を提供するために必要な翻訳体制を考えてみましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

 外国人登録情報を 

基に、多く使用されて 

いる言語を抽出し、通 

訳･翻訳者が身近にいる 

か確認してみましょう。 

また、翻訳業務を依 

頼する場合、市町村レ 

ベルで対応できない言 

語であっても、県単位 

でみた場合、対応でき 

ることもあります。 

(財)自治体国際化協 

会では、災害時に多言 

語支援を目的としたツ 

―ルを作成しており、 

その活用も想定されま 

す。(※巻末資料)

演習１ 

基礎情報 

木穂 
演習２ 

被災予測 

木穂 
演習３ 
初動体制 

木穂 
演習４ 
人員算定 

木穂 
演習５ 

業務内容 

木穂 
演習６ 
運営体制 

木穂 
演習７ 
翻訳体制 

木穂 
演習８ 

広域連携 

木穂 

【⑬翻訳が必要な言語とその対応】

翻訳が必要な言語とその対応状況を記入してみよう。

１

２

３

４

５

６

７

外部へ翻訳依頼先対応の可否と対応者言語名

言語名 氏名(所属) 電話番号 メールアドレス

【⑬翻訳が必要な言語とその対応】

具体的な例示は次のとおりです。

１

２

３

４

５

６

７

<タイムテーブル> <翻訳業務の流れ>

18:00～20:00

避難所巡回

ニーズの把握

翌日～10:00

～12:00

翻訳依頼

～16:00

多言語情報集約

ラジオ局へ提供 避難所巡回 情報提供 ラジオ局での音声情報

18:00～20:00

避難所巡回

ニーズの把握

ロシア語 × 県国際交流員

やさしい日本語 × トヤマ･ヤポニカ

韓国･朝鮮語 (ほとんどが日本語話者)

ウルドゥ語 × (財)とやま国際センター

中国語 ○　市の相談員

タガログ語 × 県外へ依頼

言語名 対応の可否と対応者 外部へ翻訳依頼先

ポルトガル語 ○　市の相談員

災害多言語支援センター

災害情報のとりまとめ

翻訳情報の選別･作成

個別
ニーズ

災害
情報

外部翻訳機関

翻訳依頼

翻訳提供

被災者 災害対策本部

避難所
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演習８．広域連携体制 

    被災地の地域リソースだけで、災害多言語支援センターを運営していくこと

は困難です。不足する部分は広域連携で補い合いましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

 具体的な機関名を入れた例示が以下のとおりです。 

 被災時に、どこの機関に何を依頼するのか事前に想定しておきましょう。 

 

演習１ 

基礎情報 

木穂 
演習２ 

被災予測 

木穂 
演習３ 
人員算定 

木穂 
演習４ 
初動体制 

木穂 
演習５ 

業務内容 

木穂 
演習６ 
運営体制 

木穂 
演習７ 
翻訳体制 

木穂 
演習８ 

広域連携 

木穂 

【⑭広域連携】

自分の地域で足りない人材を書き出そう。

必要な人材 依頼先(機関名) 連絡先
応援協定

の有無

多言語放送 FMラジオ○× ○○○○－○○－○○○○ 有

翻訳作業 NPO法人多言語○×センター ○○○○－○○－○○○○

ＩＴボランティア NPO法人○×センター ○○○○－○○－○○○○ 有

一般ボランティア ○×市 ○○○○－○○－○○○○

富山市民国際交流協会 ○○○○－○○－○○○○

通訳ボランティア (財)とやま国際センター ○○○○－○○－○○○○

射水市民国際交流協会 ○○○○－○○－○○○○

コーディネーター (財)とやま国際センター ○○○－○○○－○○○○

県国際･日本海政策課 ○○○－○○○－○○○○ 有

運営主体 富山市文化国際課 ○○○○－○○－○○○○

必要な人材 依頼先(機関名) 連絡先
応援協定

の有無
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３．事例研究～高岡市を事例として～ 

 

 各市町村には固有のニーズや地域リソースがあるため、前章のシミュレーションに

それぞれ補正を加えていく必要があります。このため、ここでは前章でシミュレート

した高岡市を事例として、さらに詳細な検討を進めてみます。 

 

（１）データ編｢高岡市で災害多言語支援センターを設置･運営する場合｣ 

 検討課題 

 

〈①基本属性について〉 

 

 

 

 

 

 

高岡市は柏崎市の約 2 倍の人口規模であるが、面積はその半分以下

であるため、人口密度は約 4 倍となります。さらに、外国人登録者は

約 4 倍となっているため、多くの外国人被災者が、避難所に集中する

ことが予想されます。 

 

〈②外国人避難者数等について〉 

前章の演習２の外国人被災状況予測に、日本人の避難者数も加える

と、下表のとおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→面積 

地形や道路交通網

により避難所への

巡回所要時間は変

動する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柏崎市 高岡市

人口 a 94,648人 182,756人

面積 b 442.70 k㎡ 209.37 k㎡

人口密度 c=a/b 214人k㎡ 873人k㎡

外国人登録者数 d 844人 3,296人

外国人比率 e=d/a 0.89% 1.80%

市町村名

※外国人登録者数の15％と想定

※123箇所のうち8.7％に避難 ※150箇所のうち10％避難する想定

９０箇所

柏崎市地域防災計画上の避難所数 １２３箇所

柏崎市人口 94,648人

避難所への避難者数 9,859人

182,756人

【想定】避難者数 18,275人

高岡市地域防災計画上の避難所数 １５０箇所

外国人避難者 106人

外国人がいる避難所数 １１箇所

3,296人

【想定】外国人避難者 494人

【想定】外国人がいる避難所数 １5箇所

外国人登録者数 844人 外国人登録者数

実際の避難所設置数 ７０箇所

高岡市人口

【想定】避難所設置数

60％

10％

一避難所あたり
141人が避難

60％

10％

一避難所あたり
203人が避難

一避難所あたり
10人が避難

一避難所あたり
33人が避難

12.6％ 15％

<柏崎市での事例> <高岡市での事例>
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 検討課題 

 高岡市では 90 箇所の避難所設置が予測され、１避難所あたりの平

均避難者数は 203 人となります。一方、外国人避難者総数は 494 人に

上り、この避難者が 15 箇所の避難所に外国人が避難すると仮定する

と、1 避難所あたりの平均外国人避難者数は 33 人となります。この

予測からは、平時の外国人登録者数の人口比率の 1.8％を大きく上回

り、避難者の 16.2％が外国人となることが予測されます。このため、

避難所内は一変して外国人集住都市化※1 すると考えられ、避難所内

に専任のスタッフ(多文化共生マネージャー※2 等)を常駐させるなど、

多文化共生に配慮した避難所運営が必要になります。 

 

〈③地区別避難者〉 

 校区別に外国人の分布を見た場合、下表のとおり、校区ごとに、か

なりの乖離があることが見られます。ここでは分布上、かなりの開き

があることを指摘するにとどめますが、避難所によっては、かなりの

外国人避難者が集中することが予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈④センターの設置箇所〉 

 柏崎災害多言語支援センターは、(財)柏崎地域国際化協会が入居す

る市民プラザ内２F の会議室に設置されました。この理由は、(財)柏

崎地域国際化協会が平時からの在住外国人との結びつきが強いため、

外国人被災者が災害情報を求めて、協会に問い合わせ、あるいは実際

に出向いて来る可能性が高いと判断したためです。協会に隣接した会

議室にセンターを設置したため、災害対策本部からの FAX 情報は、協

会へ届くようルート設定しました。 

 高岡市国際交流協会は御旅屋セリオ(オタヤセリオ)７F に入居し

ています。在住外国人が高岡市国際交流協会に情報を求めてくる可能

性を考えた場合、同協会の近くに設置することが望ましいですが、電

気の供給が止まっていると仮定した場合、７F に設置することは、非

現実的と考えられます。 

 センターは、災害対策本部からの情報が得られやすいよう公の施設 

→90 箇所 

阪神淡路大震災、

新潟中越地震時に

は指定外避難所が

約 4 割設置された

ことから、指定外避

難所へのニーズ捕

捉も必要となる 

また、新潟中越地

震時には外国人が

ホテルに避難する

事例もあり、宿泊施

設への情報提供も

視野に入れる必要

がある 

 

→集中 

新潟中越地震時に

は、図書館に 100

人、市役所に40人

の外国人の避難者

が集まったことが

報告されている。 

 

 

 

 

 

 

 

→ルート設定 

既存の電話、FAX

が使用できること

が望ましい。また

IT 環境が整ってる

ことが望ましい。 

 

校　区 外国人登録者 外国人避難者予測
Ａ校区 549人 82人
Ｂ校区 337人 51人
Ｃ校区 270人 40人
Ｄ校区 232人 35人

Ｙ校区 9人 1人
Ｚ校区 0人 0人

3,296人 494人
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 検討課題 

での設置が望ましいですが、外国人被災者の視点に立った場合、平時

から外国人との結びつきが強く、高岡市国際交流協会近隣にある 

(財)富山ＹＭＣＡ高岡センターに設置する方法も検討されます。 

 

〈⑤まとめ～高岡市で検討を進めておきたい事項～〉 

○外国人被災状況予測 

校区単位の外国人居住状況や避難所の状況を確認し、外国人が集中

して避難する避難所を予測してみましょう。 

○地域リソースの確認 

外国人支援活動の拠点場所の選定や、高岡市国際交流協会、外国人

支援ＮＰＯ、日本語教室や外国人の多く集まるエスニックショップと

の連携を考えておきましょう。 

○多言語対応の想定 

ポルトガル語等多言語スタッフ･通訳ボランティア、一般ボランテ

ィアの確保、他機関への協力を依頼する場合は、依頼先や応援言語の

確認をしておきましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1:｢外国人集住都市｣とは、南米日系人を中心とする外国人が多数居住する自治体のことをいう。

平成 20 年度末現在、外国人集住都市会議の会員は 26 自治体 

※2:(財)自治体国際化協会が平成 18 年度より(財)全国市町村国際文化研修所(JIAM)と共催して開

催してる多文化共生研修の上級者向けコースで、各種施策の推進に必要な知識や技術を習得する

｢多文化共生マネージャー｣の養成に取り組んでいる。平成 20 年度末で、113 名の同マネージャー

が認定されている(うち本県マネージャー5 名)。 

多文化共生マネージャーは全国の自治体職員や国際交流協会のスタッフが中心で、新潟中越沖

地震時には、多くの多文化共生マネージャーが柏崎災害多言語支援センターの活動に参加してい

る。 
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（２）実践編｢高岡市での富山県総合防災訓練の実施から｣ 

 平成 20 年度の富山県総合防災訓練は高岡市で実施され、この訓練にあわせて、県が

主催する防災訓練としては初めて外国人住民が参加する訓練を実施した。 

 被害想定は以下のとおりで、高岡市在住の外国人が避難所(志貫野中学校)に避難し

てきたという想定で、避難訓練を実施した。 

 

実施期日 平成 20 年 9 月 6 日（土） 

災害想定 午前 7 時、法林寺断層を震源とする M7.2 の地震が発生し、高岡市で震度６

強を観測。建物が崩壊し、火災が多発、ライフラインの被害等が発生。伏

木沖では暴風雨、波浪により波高５ｍ超の高波が発生。大雨により河川が

増水し、小矢部川の堤防が一部決壊のおそれがある。 

 

 

訓練の考え方 

災害対策本部から被災者に対して発信される情報は多言語化されていないため、こ

れに対応する訓練を実施。 

また、高岡市在住外国人の約６割はブラジル人であるが、ブラジルではほとんど地

震が発生しないことから、地震に関する災害時の意識啓発も行った。 

今回、実施した防災訓練の場合、初めての試みということもあり、比較的、実施が

容易な訓練を選定。また、災害時において、外国人が要援護者となる特性、すなわち

情報弱者となることから、情報伝達に主眼を置いた。 

このため、この２種類に配慮した訓練を実施した。 

主な訓練内容は、次のとおり。 

・講習会（被災時の対処方法について） 

・情報伝達訓練（被災時に発信される災害対策本部の情報の難解さ及びその重要性の

認識） 

・体験訓練（知識として得たものを体験して理解を深める） 

 

【参集訓練】9:30～10:10 

・在住外国人 

参集した在住外国人は、高岡市在住で、日本語

のほとんど理解できない者を中心に、13 名が参加。

国籍は、外国人登録とほぼ同様の比率で、ブラジ

ル人、中国人が中心。 

避難所での受付後、大きな地震が発生したため、

避難所に避難してきたという状況説明を、やさし

いにほんごで実施。外国人専用の受付名簿を使用
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(※巻末資料)。 

・外国人支援ボランティア 

外国人支援ボランティアは、地元高岡市の国際交流協会のほか、近隣市町村(射水

市)で開催されている日本語教室(ワイワイにほんご･たいこうやま)に参加するボラン

ティア(日本人、外国人)を中心に、富山市民国際交流協会の防災ボランティアも応援

にかけつけたという設定で、16 人が参加。 

訓練では、災害ボランティア本部(※1)に｢多言語情報センター｣機能が付与されたと

いう前提で、ボランティア本部において、受付を実施。受付時には携帯電話の連絡先

や通訳可能言語を名簿登録すると同時に、ボランティア保険パンレットを示し、保険

に加入することを説明。各ボランティアは、その場で手書きした名札を首から提げ、

胸には手書きした｢災害情報センター｣と表示するカラーガムテープを貼付(通訳ボラ

ンティアは｢ポルトガル語｣等、腕に貼付)、社会福祉協議会の腕章をした。また、今回

は使用しないものの、｢巡回レポート｣(※2)を示し、ボランティア同士が情報を共有す

る必要性を説明。被災時には、情報処理能力が低下することを踏まえ、このガイダン

スもやさしいにほんごで実施。 

なお、日本語教室のボランティア(日本人)は、教室において、やさしいにほんごを

使用しているため、即戦力として機能することが期待された。また、教室に参加して

いる在住外国人が、高岡市の外国人を支援するという、共助の実現の誘引としても、

地域の日本語教室から参加することは意義深い。 

(※1)ボランティアセンターとの連携については、今後の課題。 

(※2)｢巡回レポート｣…避難所の巡回結果を避難所単位に記録するもの。外国人の国籍、ニーズ等を記載。 

 

【情報伝達訓練】10:20～10:50 

情報伝達訓練では、新潟中越沖地震時に、実際、発信された災害対策本部からの情

報を使用し、次の４種の情報伝達を実施した。 

(1)余震情報 

(2)上水道情報 

(3)罹災証明情報 

(4)災害ボランティア情報 

これらを、①原文、②やさしいにほんご、

③翻訳の３種類で、次々に伝達を試みた。体

育館内で、家族単位にグループを作り、円座

して実施。 

参加した避難者、ボランティアともに、②

やさしいにほんごの重要性を痛感した。中に

は、日常生活で日本語を使用する外国人であ

っても、①原文はもちろん、③ポルトガル語

でも理解することが困難で、②やさしいにほ
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んごであれば、理解できたという感想もあった。このことから、初動時に、通訳が確

保されない場合において、やさしいにほんごから逐次、情報発信・伝達を開始してい

くという手法も想定可能となった。ただし、原文をやさしいにほんご(※巻末資料)へ翻

訳(変換)する場合、相応の経験や能力が必要であることに留意する必要がある。 

 

【講習会】10:50～11:20 

講習会では、被災時から出来事を時系列に説明を行い、まず地震が起きたら何をす

るか、どう対処するか、避難所とはどこにあり、何が提供されるのか。そして、中長

期復興に向けて、何が必要となってくるのかといった日頃から備えておくべき知識を、

プロジェクター、スクリーンを利用して視覚的に説明。この講習会は、より正確に理

解してもらうため、国際交流員(県･市ＣＩＲ)による逐次通訳を入れた。 

参加した外国人からは、｢地震に対する考え方が変わった｣という根本的なことから、

｢日頃から避難するための準備をしておかなくてはならない｣｢避難所では助け合いが

必要｣といった感想があった。 

講習終了時には、被災時に必要となる情

報を網羅した多言語版｢緊急シート｣(巻末資

料)を配布し、パスポートや財布に綴じこむ

よう説明。あわせて消防防災博物館発行の

｢地震に自信を｣という防災パンフレットを

配布。また、今回の訓練から得たものにつ

いて、友人・知人にも口コミで広げてもら

うよう依頼。 

 

【体験訓練】11:30～12:00 

体験訓練では、 

・煙中訓練 

・地震体験 

・初期消火訓練 を実施した。 

煙中訓練では、わずか数ｍのトンネルがとても長く感じられ、怖いと感じ、被災の

恐怖を体験した。 

地震体験では、新潟中越沖地震の揺れを再現。

体験者は、これほどまでに地面が揺れるという

状況が、すぐに飲み込めないようでもあり、想

像を絶する体験をした。 

初期消火訓練では、日本人を含めたほとんど

の体験者が、的(出火元)に当てるまでに何度か

放水を繰り返しており、すぐに消火できるもの

ではないということを体験した。 
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この他、会場には仮設の給水設備やトイレが設営され、また、消防車による高所救

助訓練などが実施されており、物々しい雰囲気を体験。 

 

【多言語ＦＭ放送】 

２時間の生放送番組に多言語情報の放送を実施した。この放送内容は、情報伝達訓

練に使用されるものとまったく同じものに加え、放送局が平時からも放送しておきた

いという｢緊急装置｣についての説明も多言語で放送した。訓練当日には、ＦＭ局まで

移動する時間がないため、事前にＣＩＲが放送局に出向き、収録したものである。 

 

 

 

 

<想定される外国人支援活動と、訓練で実施した活動の対比表> 

想定される活動 訓練時に実施した活動 

・避難所への避難 

・「避難所」の多言語表記 

・災害情報の切り分け・加工・翻訳 

・外部との連絡･データの送受信 

・情報提供 

（避難所への掲出） 

 

・ニーズの把握 

・巡回レポート等の作成 

・スタッフのミーティング 

 

・避難所への避難 

 

 

 

・情報提供 

（ボランティアによる避難所巡回･情報提供）  

(多言語放送) 

 

 

 災害時のおける外国人支援体制の構築は、一度にすべてのことを実施できるとは限

りません。 

具体的な外国人支援活動を念頭に、平時から準備を進めておくことができることと、

訓練で実施できることを事前に切り分けて、緊急度の高い部分から事業を進めるなど

の工夫が必要となります。 
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４．県内市町村単位でみる留意点 

  

 県内の外国人登録者数は、市町村単位で見た場合に大きな偏りがあります。 

 下グラフは、県内の外国人登録者数と人口比(外国人登録者/人口)ですが、外国人の人数で

は富山市、高岡市、射水市という順に多く登録されています。人口比でみた場合は、

射水市、高岡市、入善町の順に、高い比率で外国人が登録していることがわかります。 

高い比率で外国人が居住している市町村では、避難所における外国人の割合も高く

なると予想され、文化や言葉の違いが大きく影響し、日本人避難者との衝突が高い可

能性で生じることが考えられます。また、災害時には外国人避難者のニーズが平時よ

りも著しく増加すると予想されます。これらを解決するためには、きめ細やかな支援

活動を展開する必要がありますが、地域リソースが不足することも懸念されます。こ

のため、緊急度の高いニーズから対応するトリアージの考え方を用いるなどの工夫が

必要にもなります。 

 これとは逆に、外国人が少数しか居住していない市町村では、日本人と婚姻関係に

あるなど結び付きが強い場合もありますが、その一方で、外国人との接点や外国人同

士のネットワークがないために、外国人が潜在化する(見えない存在となる)危険性も

あります。このため、外国人と日本人がつながり、お互いの顔が見える関係になって

いる必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、外国人居住者が多く、外国人比率も高い市町村では、近年、国際交流団体等

と協力･連携しながら、多文化共生事業が展開され、地域リソースが着実に充実してき

ている一方、多言語情報への翻訳ボランティアや防災ボランティアの育成途上である

ともいえます。自前の人材だけで外国人支援活動を実施することは難しく、広域的な

支援が必要となります。 

 このときに注意しておきたいのが、広域連携の相手方となる自治体における外国人

住民の国籍や在留資格等の状況です。 

1.34%

1.85%

0.79%

0.97% 0.98% 1.01%

1.34% 1.36%
1.50%

2.06%

0.10%

1.23%

0.65%

1.82%

0.81%

5,638

3,296

359
509

332 431
660

440

847

1,951

3
276 179

499
114

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

富
山
市

高
岡
市

魚
津
市

氷
見
市

滑
川
市

黒
部
市

砺
波
市

小
矢
部
市

南
砺
市

射
水
市

舟
橋
村

上
市
町

立
山
町

入
善
町

朝
日
町

0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

2.50%

人口比

登録者数
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下グラフは市町村別国籍別の外国人登録者の状況です。市町村別に国籍を見た場合、

それぞれの市町村ごとに、その構成が大きく異なることがわかります。他県の場合、

近隣自治体は国籍や在留資格等が似たような傾向となる場合が多いですが、本県の場

合、それぞれの市町村で国籍や在留資格等が大きく異なっているという特徴がありま

す。すなわち、翻訳言語や配慮すべき文化背景が、それぞれの市町村によって異なる

ことがわかります。このような状況を踏まえ、広域による連携先も想定すべきであり、

少なくとも周辺市町村にどのような外国人が居住しているか、確認しておく必要があ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 これらに加え、在留資格や、居住状況、日本語教室やエスニックコミュニティの存

在などの様々な条件が、外国人被災者支援の活動を予想するための変数要素として考

えられます。 

以上のように、災害時における外国人対応は、それぞれの市町村ごとに異なる支援

活動となることが考えられ、各市町村での事前の準備･分析が必要となります。 

 序章にある簡易チェックガイドのおおまかなフレームで、外国人支援を行っていく

ことになりますが、各市町村ごとの固有の背景に配慮しながらも、支援活動を展開す

る必要があります。 
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巻末資料 

 

 (財)自治体国際化協会｢災害時多言語情報作成ツール｣  

 (財)自治体国際化協会では自治体等による外国人住民に対する円滑な情報提供を支

援することを目的として、使用することが多い 6 つの言語(英語、中国語、韓国・朝鮮

語、ポルトガル語、スペイン語、タガログ語)による｢災害時多言語情報作成ツール｣

を作成している。新潟中越沖地震時には、翻訳機関において、実際に活用されるなど、

自治体等においては緊急時に速やかに使用できるよう準備しておくことが必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 やさしい日本語作成例  

 やさしい日本語の作成は次の点に注意して作成しましょう。 

１． 簡単な言葉を使うこと 

２． 文節を短く、分かち書きにすること 

３． 文章の構造を簡単にすること 

 

 

 

 

 

こちらは市の災害対策本部で

す。 

余震が発生していますので、倒

壊している家屋や倒れそうな家

屋には、危険ですので絶対に近

づかないで下さい。また、崖崩

れやひび割れのある所へも近づ

かないようにして下さい。 

こちらは 高岡市
たかおかし

 です。

小
ちい

さな 地震
じしん

 が つづいて 起
お
きています。

注意
ちゅうい

 して ください。

危
あぶ

ないところに 行
い
かないで ください。

壊
こわ

れている家
いえ

 は 危
あぶ
ない です。

壊
こわ

れそうな家
いえ

 は 危
あぶ
ない です。

山
やま

の近
ちか
く は 危

あぶ
ない です。

地面
じめん

が 割
わ
れているところ は 危

あぶ
ないです。

危
あぶ

ないところには 行
い
かないで ください。
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 避難所における外国人受付用名簿  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難所受付名簿（外国人用） No.             

姓(Surname) 名(Given names) (Middle name)
国籍/言語

Nationality/language

1

姓(Surname) 名(Given names) (Middle name)
国籍/言語

Nationality/language

2

姓(Surname) 名(Given names) (Middle name)
国籍/言語

Nationality/language

3

姓(Surname) 名(Given names) (Middle name)
国籍/言語

Nationality/language

4

姓(Surname) 名(Given names) (Middle name)
国籍/言語

Nationality/language

5

姓(Surname) 名(Given names) (Middle name)
国籍/言語

Nationality/language

6

姓(Surname) 名(Given names) (Middle name)
国籍/言語

Nationality/language

7

姓(Surname) 名(Given names) (Middle name)
国籍/言語

Nationality/language

8

姓(Surname) 名(Given names) (Middle name)
国籍/言語

Nationality/language

9

姓(Surname) 名(Given names) (Middle name)
国籍/言語

Nationality/language

10

氏名及び性別
Name in full and sex

男
Ｍ．
女
Ｆ．

氏名及び性別
Name in full and sex

男
Ｍ．
女
Ｆ．

氏名及び性別
Name in full and sex

男
Ｍ．
女
Ｆ．

氏名及び性別
Name in full and sex

男
Ｍ．
女
Ｆ．

氏名及び性別
Name in full and sex

男
Ｍ．
女
Ｆ．

氏名及び性別
Name in full and sex

男
Ｍ．
女
Ｆ．

氏名及び性別
Name in full and sex

男
Ｍ．
女
Ｆ．

氏名及び性別
Name in full and sex

男
Ｍ．
女
Ｆ．

氏名及び性別
Name in full and sex

男
Ｍ．
女
Ｆ．

氏名及び性別
Name in full and sex

男
Ｍ．
女
Ｆ．
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 多言語版｢緊急シート｣(おもて)  
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 多言語版｢緊急シート｣(うら)  
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 (財)自治体国際化協会からの派遣依頼文書  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１９自 国 地 第 ６ ７ 号  

平成１９年 ７月２０日 

 

 

各地域国際化協会事務局長 様 

財団法人自治体国際化協会  

事務局長 田中 健 

 

 

新潟県中越沖地震被災地に要する外国人相談等巡回ボランティアの 

派遣について（依頼） 

 

時下ますます御清祥のこととお喜び申し上げます。 

当協会の事業運営につきましては、平素から格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げま

す。 

さて、平成 19 年 7 月 16 日に発生いたしました新潟県中越沖地震は、新潟県全体に甚大

な被害を引き起こし、現在、様々な支援が必要とされているところです。 

また、外国人被災者については、財団法人新潟県国際交流協会の避難所巡回報告により、

避難場所が広範囲に渡り、これら外国人被災者の状況の把握や相談業務等を行う巡回ボラ

ンティアについて相当な人数が必要であることが明らかになりました 

財団法人自治体国際化協会では、この状況を踏まえ、外国人相談業務等に精通されてい

る各地域国際化協会の皆様に対し、別紙 1 の条件により巡回ボランティアの派遣を依頼申

し上げます。 

つきましては、ご多忙のところ大変恐縮ですが、この趣旨にご賛同いただける団体にお

きましては、別紙 2 連絡票によりＦＡＸ又は電子メールにて平成 19 年 7 月 24 日（火）ま

でにご連絡くださいますようお願い申し上げます。 

なお、巡回ボランティア派遣に要する費用（旅費等）につきましては財団法人自治体国

際化協会「災害時外国人住民支援活動助成金」の支援対象となりますので、積極的に本制

度をご活用いただき、職員派遣についてご配慮をお願いします。 

 

 

 

連絡先 （財）自治体国際化協会地域支援課（担当 松波・高野） 

東京都千代田区霞が関 3-3-2 新霞が関ビル 19F 

TEL03-3591-5483 FAX 03-3591-5346 

e-mail chishi@clair.or.jp 
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外国人相談等巡回ボランティアに係る要件 

 

・2 泊 3 日で柏崎市を訪問し、避難所巡回のできる方 

※日程につきましては被災地団体と協議の上連絡させていただき

ます。 

 

・災害時通訳ボランティアなどの研修を受けた職員が望ましい。  

 

・活動については、当面 7 月末までを予定 

 

・ボランティアの宿泊場所については市民プラザを予定。 

※同所は避難所となっていますが、 寝具等の用意はありませんの

で、持参をお願いします。また、食事についても炊き出し等を利

用されるか、営業を再開している店舗等で各自調達をお願いしま

す。  

 

・派遣に係る費用は原則として、派遣元で負担してください。  

※クレアの助成金の対象となりますので、制度を活用される場合には別途申請

をお願いします。 

 

別紙１ 
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（財）自治体国際化協会 地域支援課（松波・高野 宛） 

ＦＡＸ ０３－３５９１－５３４６ 

E-mail chishi@clair.or.jp 

 

新潟県中越沖地震被災地に要する外国人相談等巡回ボランティア 

の派遣に関する連絡票 

 

 

団体名・

所属 

 

 

担当者名 
 

 

電話番号 
 

 

 

 

派遣職員 

団体名・所属 職名 
フリガナ 

氏 名 

   

   

 

 

別紙２ 


